
※印は実績値の減少によって達成率が向上するもの

事務事業評価シート
（　　　　　　　　作成）

１ 事務事業の基本事項 整理番号

担当部課
事務事業名

電話番号 内線

実施期間施策の大網 ～
総 合 計 画

政策（節）
基 本 計 画 その他の計画

施策（項）

予算事業名 予算事業番号

自治事務のうち義務的なもの 自治事務のうち任意のもの 法定受託事務
事 務 分 類

サービス提供 施設整備 許認可事務 補助金交付 施設維持管理 内部事務 その他

実 施 形 態 直営 全部委託 一部委託 補助・負担 ）その他（

事業開始の
背景・経緯

２ 事務事業の目的・内容

実 施 の 根 拠対 象
（法令・条例等）

目 的
（もたらそうと

する成果）

全体の事業
内 容

３ 事務事業の実施状況と成果

度の
実施内容

目標値の根拠・考え方区分 活 動 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

実績値①
達成率又は ％前年度比

目標値又は
前年度値

実

施

状

況

実績値②

達成率又は
％前年度比

目標値又は
前年度値

③ 実績値
達成率又は ％
前年度比

目標値又は
前年度値

④ 実績値
達成率又は

％前年度比

目標値の根拠・考え方区分 成 果 指 標 名 区 分 単位 (前年度値の場合は「前年度実績」)

目標値又は
前年度値

① 実績値

達成率又は
成

果

％前年度比

目標値又は
前年度値

② 実績値
達成率又は

％前年度比

無印は実績値の増大によって達成率が向上するもの

 令和 2年度 (令和 1年度分)
令和 2年 7月

374000-01-01

健康推進部 国保医療課医療費支払関係事務
123104-2964-1111

03 ささえあいのまちづくり 昭和41年 年

06 健康づくりの推進

01 健康づくりの推進

療養給付費保険者負担金外 2383-2389,2392-2395

■ □ □

■ □ □ □ □□ □

■ □ □ □ □

国民健康保険制度は、昭和13年の国民健康保険法の制定に始まり、昭和34年1月施行の新国民健康保険法による
国民健康保険制度が全国に普及し、職域を単位とする被用者保険と地域を単位とする国民健康保険による国民皆
保険を達成した。国民健康保険は、相扶共済の精神に則り、地域住民を対象として、病気、けが等の場合に保険
給付を行う制度である。現在、保健事業の充実等により医療費の適正化に取り組んでいる。

入間市国民健康保険被保険者 入間市国民健康保険条例、入間市国民健康保
険に関する規則

国民健康保険は、相扶共済の精神に則り、住民の疾病、負傷等に関し、必要な保険給付をすること及び住民の健
康を保持増進し、その生活の安定と公共の福祉に資することを目的としている。

療養給付費、療養費、海外療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、特別療養費、移送費等の支払い。保健事
業の充実とジェネリック医薬品の利用促進。国保広域化に伴い、市の療養の給付等に要する費用を県が市に保険
給付費等交付金を交付するため、市から県に事業費納付金を納付することになった。純粋な医療費削減効果と市
職員の業務効率性を計るため、事業費には含めないこととする。

2022

療養給付費、療養費、海外療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、特別療養費、移送費等の支払い。令和 1年
保健事業の充実とジェネリック医薬品の利用促進。

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

療養諸費、高額療 前年度実績 10,651,126  10,479,868  10,167,925千円  10,399,039
養費、移送費の支

 10,479,868払い額 千円  10,399,039  10,167,925

      98.39       99.23       97.78

ジェネリック医薬 国等の達成率目標に基づ         70          75          80          80％
品利用率 く目標率

％        70.8        76.1        79.3

     101.14      101.47       99.13

                                            

                                 

                                 

                                            

                                 

                                 

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

療養諸費、高額療 前年度実績 10,651,126  10,479,868  10,399,039  10,167,925千円
養費、移送費の支
払額  10,479,868千円  10,399,039  10,167,925

      98.39       99.23       97.78

ジェネリック医薬 国等の達成率目標に基づ         70％          75          80          80
品利用率 く目標率

       70.8        76.1        79.3％

     101.14      101.47       99.13



埼玉県入間市

４ 事業費

区 分

当 初 予 算 額
事業費

①決算（見込）額

一般職・労務職
従 事

嘱託・再任用
職員数人件費経

費

パ ー ト 等

人 件 費 ②

総 事 業 費 ③＝①＋②

国・県支出金 ④

その他特定財源 ⑤

特 定 財 源 ⑥＝④＋⑤

入間市年間負担額 ③－⑥

⑦指標名効率性
指　標 ③÷⑦コスト

備 考

５ 事務事業の評価
◆１次評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性
個

別

評

価

必要不可欠 大変有効である 向上

有効である やや向上高い
普通 変わらない普通

やや悪化あまり有効でないやや低い
悪化有効でない低い

評 価 今 後 の 方 向 性総

合

的

評

価

充実
継続
縮小

廃止・休止
完了・終了

改 善 の 評 価

改善できた

やや改善できた

改善できなかった

改

善

課

題

◆２次評価

今 後 の 方 向 性 具 体 的 内 容総

合

的

評

価

充実

継続

縮小

廃止・休止

平成29年 平成30年 令和 1年 令和 2年

 10,693,251 千円 11,074,811 千円  10,573,682 千円  10,309,077 千円

 10,399,039 千円  10,167,925 千円 10,479,868 千円

       2.95 人　       2.95 人　        2.95 人　

          0 人　           0           0人　 人　

       0.31 人　 人　       0.26        0.26 人　

     24,831 千円      24,200 千円      23,676 千円

 10,504,699 千円  10,423,239 千円  10,191,601 千円

  2,939,632 千円  10,396,168 千円  10,162,666 千円

  5,083,467 千円           0 千円           0 千円

 10,162,666 千円  8,023,099 千円  10,396,168 千円

     28,935 千円  2,481,600 千円      27,071 千円

年度平均被保険者数      37,979 人      36,533 人      34,724 人

被保険者１人あたり医     276,592 円     285,310 円     293,503 円

■ □■
□ □□
□ ■□

□□□
□□□

□国民健康保険法をはじめとする法令に基づく事業（社会保障）であり、国民健康保険被保険
■者の健康の保持・増進を図り、また、被保険者が安心して医療サービスを受け、生活の安定
□を図る上で保険給付を行うことは、大変重要である。一方で、医療費の増加抑制をするため

保健事業の充実も重要である。国保広域化後の状況を引き続き注視しながら、安定的に継続 □
していく。 □

令和 1年度の取り組み課題

被保険者数は減少傾向にあるが、医療の高度化や被保険者の高齢化により、一人当たりの医
□療費は増加すると思われる。国保広域化により財政運営の責任主体は、県が担うことになっ

たが、市町村の事務は、これまでと変わっていない。引き続き医療費適正化に積極的に取り ■
組み、健全に国保財源の運用を行う。また、国保広域化後の国の動向を注視し、県と更に連 □
携し、国保の安定的な運営に努める。

令和 2年度の取り組み課題

今後も、被保険者数は減少傾向にあるが、医療の高度化や被保険者の高齢化により、一人当たりの医療費は増加すると思
われる。国保広域化により財政運営の責任主体は、県が担うことになったが、市町村の事務は、これまでと変わっていな
い。引き続き医療費適正化に積極的に取り組み、健全に国保財源の運用を行う。また、国保広域化後の国の動向を注視し
、県と更に連携し、国保の安定的な運営に努める。

令和 3年度の取り組み課題

今後も、被保険者数は減少傾向にあるが、医療の高度化や被保険者の高齢化により、一人当たりの医療費は増加すると思
われる。国保広域化により財政運営の責任主体は、県が担うことになったが、市町村の事務は、これまでと変わっていな
い。引き続き医療費適正化に積極的に取り組み、健全に国保財源の運用を行う。また、国保広域化後の国の動向を注視し
、県と更に連携し、国保の安定的な運営に努める。

□

□

□

□


